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－－大和茶普及イベントを通じた商品開発の動向把握について－－
山本 芳華＊１・清水 夏樹＊２
要 旨
大和茶は奈良県の北東部に位置する大和高原の山間部で主に生産されている。特に朝晩の気温の差
の激しいエリアであり、標高 200～600 メートルほどとなっている。この論文では、様々な組織が協
力し合って実施している大和茶普及イベントによって大和茶のブランディングをめざす過程について
着目している。また、2015 年と 2016 年のイベントで実施したアンケート調査内容の分析結果から、
大和茶パウダーを使用して菓子類や食品を作ってほしいという要望が見られた。平安女学院大学と月
ヶ瀬協議会における協定も結び、学生と地元とのコラボレーションで商品開発を図っている。
〔キーワード〕 日本茶、地域資源マネジメント、持続可能性、商品開発、ブランディングイメージ戦略
はじめに
茶は全国各地で生産されている日本を代表する嗜好飲料であり、もてなしとしての茶を呈するふる
まいは茶道として確立され日本文化の象徴ともなっている。この研究では、奈良県大和高原地域で生
産されている大和茶を事例として、日本における茶業の現状に焦点をあて、持続可能な茶業を実現す
るための取り組みの効果検証と、飲用以外の茶製品の開発可能性について実際の地域連携活動内容の
検証から検討を行う。関西地域の茶業にかかる先行研究については、宇治茶の一大生産地域である和
束町で茶畑景観や茶文化を地域における資源1）としてまちの活性化に活用した茶源郷プロジェクトに
ついて述べた和束町雇用促進協議会、和束町商工会（2012）のレポートがある。ここでは、茶畑景観、
茶を取り巻く茶文化そのものを地域における資源として扱っている。また、同じく和束町で生産され
る和束茶における栄養成分の分析と茶を使った食育についてまとめた細見（2012）がある。この論文
は教育的な観点からまとめられており、本論文のように商品としての茶の生産に着目した調査研究で
はない。また、このような地域における資源の活用方法として、大和茶の茶業経営におけるエコツー
リズムの可能性について Shimizu（2016）で紹介された事例の一環としてYamamoto（2016）で大和
茶生産地域でのインタビュー調査を行った。その結果、大和茶生産地域は前述の和束町のように茶畑
景観を地域の資源として取り扱う意向はなく、本来の業務である茶業での安定した経営そのものが望
まれていることがわかった。以上を踏まえて、本論文では、はじめに対象とする大和茶における茶業
の現状を述べたうえで、持続可能な茶業をめざした地域資源マネジメントの一環として大和茶普及促
進を目的として実施されてきた大和茶普及イベントの内容を紹介する。そして、そのイベントの中で
実施されたアンケート調査結果から、大和茶ブランドの認知度、さらには将来の消費の可能性を明ら
かにし、この普及イベントによって大和茶を全く認知していなかった消費者に対して将来の大和茶消
費にどのような認識を持つようになるのかについて明らかにする。さらに、大和茶の商品開発に関し
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ては、消費者がどのような商品を望んでいるのかについて、前述のアンケート調査から明らかにした
うえで、実際の地域連携活動の取り組みの内容を紹介する。以上を踏まえて、今後の大和茶普及のた
めの取り組み課題について述べる。
第 1章 大和茶を取り巻く現状について
奈良県は、茶生産地域として国内でも上位に属するエリアとなっている。平成 28 年の農林水産省
「茶統計年報」、「工芸作物統計」及び「作物統計」のデータをとりまとめた平成 28 年度茶関係資料に
よると、奈良県は静岡県、鹿児島県、三重県、宮崎県、京都府、奈良県と全国 6位の荒茶生産量を
誇っている。大和茶は「100％奈良県内で栽培されたお茶」という定義となっている2）。大和茶の生
産地域は昔より近隣の宇治茶とともに有名な茶どころである。しかしながら、茶の栽培面積の減少は
深刻な状況である。奈良県茶の栽培面積は、昭和 60 年に 1530ha あったものが、平成 27 年には
726ha へとほぼ半分に減少していることがわかっている。これは、宇治茶を生産する京都府では、昭
和 60 年に 1730ha であったのが、平成 27 年に 1580ha となっているのに比較しても深刻な現象であ
る。また、それと同時に茶栽培農家数についても、昭和 60 年度では、4270 人であったのが、平成 27
年には 1060 人と大幅に減少していることがわかっている（茶関係資料 8p参照3））。さらに、茶の販
売価格に関しては、表 1にあるように、他の近畿エリアに比較して、奈良県産の茶は数量、平均単価
ともに減少していることがわかっている。特に平均単価については、前年度比 15％と大幅に下落し
ていることが見て取れる4）。以上のような現状を踏まえて、大和茶の販売単価を上昇させることが茶
業の持続可能な経営のために必要であるという共通認識が、茶業にかかわる茶農家のみならず、大和
茶生産地域を抱える土地改良区、山添村、奈良市、奈良県、ひいては農林水産省近畿農政局にも持た
れるようになっていった。このような現状をうけて、奈良県内の茶産業の現状を打破する取り組みと
して、2015 年秋より茶農家が淹れる大和茶をふるまう大和茶普及イベントを行うことによって、一
般の方に大和茶のおいしさを知ってもらうと同時に茶農家が一般ニーズを知ることによって茶業経営
に役立ててもらうという取り組みを行うこととなった。以下に、前述の大和茶に関連する組織が一丸
となって大和茶普及イベントの内容について記載する。
第 2章 大和茶普及のためのイベントについて
第 1節 イベント概要
前章で述べたような大和茶の状況を打破することを目的とし、2015 年 10 月 3 日、2016 年 10 月 15
日に大和茶普及イベントが実施された。このイベントは、前述のように茶農家が淹れた大和茶を消費
者に振る舞い、大和茶ブランドを知ってもらうことでさらなる大和茶の消費拡大を期待するものであ
る6）。公式ポスター情報では、大和高原北部土地改良区が主催となっており、有志によるボランティ
アが協力していると記載されている（参考資料 1参照）。2015 年より協力している団体は近畿農政局、
表 1 平成 25 年産一番茶の共販取引実績
（近畿農政局 生産部園芸特産課「近畿における茶の生産・消費等の状況」5）より）
資料：日本農業新聞（平成 25 年 7 月 11 日）
（前年比は増減、▲はマイナス）
数 量 平均単価
（t） 前年比（％） （縁/kg） 前年比（％）
平担地区 116.9 ▲8 1,575 ▲ 7
滋 賀 県 山間地区 57.7 9 2,877 ▲ 4
計 174.7 ▲3 2,006 ▲ 3
京 都 府 1,022.3 ▲6 2,863 ▲ 8
奈 良 県 520.0 ▲5 1,500 ▲15
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奈良県、奈良市、山添村、茶農家、平安女学院大学である7）。このイベントの主催となっている大和
高原北部土地改良区は国営総合農地開発事業に関連する大和茶の栽培促進に大きくかかわっている。
その関連から、2015 年 9 月 9 日付「大和茶振興イベント企画書」によると、このイベントの趣旨は
「国営総合農地開発事業「大和高原北部地区」において主体として生産されている大和茶は、ここ近
年の価格低迷により持続的農業経営に陰りが出始めている。独自に工夫、努力を行っている農家も一
部あるが、地域全体の大和茶振興のためには、
大和茶をブランドとして浸透させ流通促進を図
る必要がある。そのため大和茶の魅力について
情報発信を行うこととする」とされている8）。ま
た、イベントの基本方針は、前述の 2015 年企画
書によると、「大和茶を日常的に飲まなくなった
人、大和茶の存在を知らない人に幅広く大和茶
のおいしさ・効用を伝え、魅力の再認識と購買
意欲を高める」事を目標とするとされている。
「そのためにできるだけ多くの人たちに情報を発
信する必要がある」とされている。
第 2節 イベント実施体制
このイベントは、10 月頃の週末、近鉄奈良駅前の行基広場にて、10 時から 15 時ころまでの 5時間
ほどで実施している。この会場は屋根があるため、天候に左右されずに実施が可能となっている。
2015 年イベントの参加者メンバーは、茶農家 3名（1名補助）、土地改良区 2名、近畿農政局 12 名、
奈良県 3名、奈良市 2名、山添村 3名、山添村観光協会 1名であった9）。2016 年イベントの参加者メ
ンバーとしては、茶農家 5名、平安女学院大学 6名（英語通訳 2名、中国語通訳 2名、統括 2名）、
土地改良区 3名、近畿農政局 12 名、奈良県 6名、奈良市 2名、山添村 2名であり、トータルの参加
人数も増加している。必要となる備品類、会場の手配などは、各機関で手分けをして行っている。
2015 年、2016 年のイベントでは、緑茶の冷茶、和紅茶、温かい煎茶を呈した。紙コップベースで
2015 年は 4000 杯、2016 年は 4400 杯が配布された。イベントに先駆けて、事前の準備打ち合わせを
行うことによって、年を経るごとに各組織間の連絡体系が良くなっており、規模も大きくなってきて
いる。特に、一つのイベントにおいて国、県、市町村、地域、さらには大学という形で多くの組織が
同じ目的のもとで一同となってイベントを開催することは稀であり、それぞれの意思疎通がイベント
を通じてはかられるという貴重な機会となっている。
第 3章 大和茶アンケート調査結果
第 1節 アンケート概要と分析
2016 年イベントで実施された大和茶のアンケート調査10）は、アンケート調査票を調査員が大和茶
を試飲された方々に示して、回答記入を依頼する形式で行った。実施期間と有効回答数は表 2のアン
ケート概要通りである。以下にアンケート項目のうち、①大和茶の知名度と今後の大和茶に対する消
費動向、②大和茶普及イベントの効果、③商品開発の消費者動向の 3点について、アンケートデータ
の取りまとめを行った。
参考資料 1 大和茶イベント公式PR文書
2015 年イベントポスター
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第 1節 大和茶ブランドの知名度と今後の消費動向
このイベント以前において大和茶を知っていたかどうか、また、飲んだことがあるかどうかについ
てたずねた結果に加えて、どの地域から来たのかという属性をあわせた結果が表 3である。
表 4では、大和茶を知らなかったという回答①と知っているという②③を合わせた回答数とどの地
域からやってきているかという回答をまとめた。奈良県内において大和茶を知っている人の割合は高
いが、県外（海外含む）では低いことが判明した。奈良県内と、県外（海外含む）との知名度に差が
あることが明らかになった。
また、イベントで大和茶の試飲を行った後に「これからも大和茶を飲みたいですか。」と尋ねた結
果が表 5である。（252 名が回答、1名未回答）ここでは、①日頃から飲みたいが全体の 44.8％、②た
まには飲みたいが 47.6％とあわせて 92.4％ほどが肯定的な答えとなった。県外（海外含む）では、
②を選択している割合のほうが高くなるが、県内では①のほうが多くなっている。これは、大和茶と
銘打っている商品が県外、海外などで購入しにくいところも要因の一つと考えられる。
第 2節 大和茶普及イベントの効果
前述の大和茶ブランドの認識と今後の消費動向の結果を用い、このイベントで当初目的とされてい
た「大和茶の存在を知らない人に幅広く大和茶のおいしさ・効用を伝え、魅力の再認識と購買意欲を
高める」という目的が果たされているかどうかについて検討する。表 6では、「いままで大和茶を知
らなかった」との回答をした 125 名のうち、試飲したのちに大和茶を飲みたいかという質問に対して
表 2 アンケート概要
表 3 大和茶ブランドの知名度
表 4 大和茶ブランドの認識と地域差
表 5 今後の大和茶消費動向
（N＝253）
（N＝252）
（N＝253）
アンケート実施期間 2016 年 10 月 15 日
試飲開始の 10 時から試飲終了 15 時まで
回答数 253 名
大和茶ブランドの知名度 県内 県外（海外含む） 合計
① 大和茶を知らなかった 度数 18 107 125
地域別％ 16.7% 73.8% 49.4%
② 大和茶は知っていたがほとんど飲まない 度数 55 28 83
地域別％ 50.9% 19.3% 32.8%
③ 大和茶は日頃から飲んでいる 度数 35 10 45
地域別％ 32.4% 6.9% 17.8%
大和茶の認識 県内 県外（海外含む） 合計
① 大和茶を知らなかった 18 107 125
大和茶を知っている（②+③） 90 38 128
県内 県外（海外含む） 合計
① 日頃から飲みたい 59 54 113
これから ② たまには飲みたい 43 77 120
③ ほとんど飲まないと思う 6 13 19
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回答した 124 名が、どのように回答したかをクロス集計した結果を示した。（1名は「大和茶を飲み
たいか」という質問について未回答）
イベントでの大和茶の試飲を終えたのちには、③ほとんど飲まないと思うという回答は全体の
9.7％となっており、①日頃から飲みたい 37.1％、②たまには飲みたい 53.2％を合わせた 90.3％が、
今後大和茶を飲みたいという回答となっている。このような点で、このイベントそのものを実施する
ことによって、大和茶ブランドの知名度を上げ、消費者が大和茶を飲みたいという気持ちへと変化し
た点で、大和茶普及促進のためにイベントを実施することは効果的であったといえる。
第 3節 大和茶の商品開発
大和茶のリーフとしての茶の需要そのものが減少してきていることを受け、新たな大和茶消費の方
向性の一つとして、大和茶を使った商品開発が検討されている。アンケートでは大和茶を使用したあ
らたな商品開発についての質問を行った。どれか一つを選ぶという方式で大和茶を使って加工してほ
しい製品の希望についての回答をまとめたのが表 7である。菓子が全体で 42.3％、料理は、37.9％、
特になしという回答は 13.4％、さらにサプリメントとその他で 3.2％という結果となった。
さらに、自由記述欄についてまとめたのが表 8である。記載があったのは 121 名で、ケーキ、茶が
ゆ、てんぷらの茶衣、アイスクリーム、茶パスタ、お茶ふりかけなどが上位となっている。洋菓子は、
ケーキ、アイスクリーム、プリン、クッキーなどを合わせると、47 の回答数があり、全体の 38.8%
となる。また、上位 2番目に記載された茶がゆは、ほうじ茶でお米を炊いた奈良伝統の料理であり、
主には家庭内で食されている風土料理である。
表 6 今後の大和茶消費動向
表 7 大和茶加工製品の希望
（N＝124）
（N＝253）
県内 県外（うち海外） 合計
①料理 41 55（4） 96
②菓子 48 59（4） 107
加工してほしいもの ③サプリ 4 4（4） 8
④その他 2 6（0） 8
⑤なし 13 21（1） 34
合計 108 145（13） 253
大和茶
をしらな
かった
今後大和茶を 県内 県外（海外含む） 合計
① 日頃から飲みたい 7 39 46
② たまには飲みたい 9 57 66
③ ほとんど飲まないと思う 2 10 12
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第 4章 大和茶の知名度をあげるための商品開発の歩み
第 1節 大和茶の商品開発と山村活性化支援対策事業
大和茶をリーフで飲むことに加えて、大和茶を原材料としたお菓子や料理への活用が消費者から求
められていることが前章のアンケート結果より判明した。そこで、大和茶の生産地域の一つである奈
良市月ヶ瀬（旧月ヶ瀬村）の月ヶ瀬協議会と平安女学院大学は 2016 年 11 月に大和茶の振興に向けて
「大和茶商品開発連携協定書」を提携し、大和茶を使った商品開発を共に行う運びとなった。この活
動は農林水産省による山村活性化支援対策事業11）の一環である。これは、山村の活性化に向けて、農
林水産業及びその資源を活用して山村の所得や雇用の増大を図ることを目的とした事業である。さら
に、都市と農山漁村の共生・対流の促進を図る目的で、①地域資源の賦存状態・利用形態などの調査、
②地域資源を活用するための合意形成、組織づくり、人材育成、③地域資源の消費拡大や販売促進、
付加価値向上を図る取り組みに対して交付金を交付している。この事業そのものは、振興山村地区を
対象としており、奈良市では前述の月ヶ瀬地区が該当地区となっている。この事業の事務局は月ヶ瀬
協議会がある地元地方自治体である奈良市が担っており、2015 年から 2017 年の 3カ年での実施と
なっている12）。このような交付金の目的に沿う形で、地域資源である大和茶を活用した商品開発に
よって、月ヶ瀬地域で新たな雇用を生み出し、大和茶の消費拡大や販売促進、付加価値向上を図ると
いう前提のもと、商品開発活動を推進している。
第 2節 商品開発に向けての取り組み状況
商品開発のためのアイデアを生み出すため、事業事務局である奈良市ブランド推進課のサポートの
もとで、2016 年の普及イベントの前の 2016 年 8 月 30 日に、月ヶ瀬協議会のメンバーとともに勉強
会を行った。ここでは、すでに茶に関連した多くの商品を売り出している宇治市内の様子から新たな
大和茶の商品開発のヒントを得るためのワークショップを実施した。これには、平安女学院大学の教
員 1名、学生 2名も参加した。
表 8 自由記載内容のまとめ
自由記載内容 回答数
ケーキ 29
茶がゆ 19
天ぷらの茶衣 14
アイスクリーム 11
茶パスタ 11
お茶ふりかけ 10
プリン 6
お茶の佃煮 4
そば 3
羊羹 2
魚の臭み取り 2
ハーブとの組み合わせ 1
せんべい 1
茶かぶき（利き茶） 1
非常食 1
クッキー 1
インスタントのお茶 1
かき氷 1
ラーメン 1
サプリ 1
紅茶とフルーツのブレンド 1
総計 121
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上記で学んだ知識をもとに、地元の茶農家の女性部のメンバーが今まで培ってきたノウハウを発揮
できる商品という観点から、2016 年 9 月 18 日に実施されたジャンボかぼちゃ祭りという月ヶ瀬のお
祭りにおいて、前述のアンケート結果の内容を受けて、月ヶ瀬の茶農家の女性部有志による茶の餡が
はいった餅、茶羊羹、さらには茶パスタのペペロンチーノなどが披露され、新たな商品開発の一歩を
踏み出した13）。特に、餅や羊羹は、製造販売に関してノウハウがあったために、短期間で地域の販売
所にて販売されるまでになった。また餅については、月ヶ瀬の名物となっている草餅の製造の応用で
あり、既存の女性部の生産組織と人材が確保できていた。それに対して、茶パスタなどは全く新しい
取り組みであったため、どの場所でどのように売るのかといった点についても、さらなる検討が必要
となっており、商品として地域がすでに有している流通ルートになかなか乗りづらい状況も見受けら
れた。
その後も 2017 年 4 月 13 日には月ヶ瀬グリーンウェーブの女性部のメンバーとともに新たな商品開
発のための会議を行った。平安女学院大学より教員 1名、学生 3名が参加し、茶パスタの今後の方向
性、桜茶や茶枕の新しい商品への意見を交換した14）。このような地域との交流は、大和茶以外にも行
われている。今後は、春の桜茶に向けた取組みやパッケージなどについて秋茶収穫作業の終わる 11
月より行う予定である。
おわりに～今後の取組み課題について
大和茶ブランドそのものの知名度は奈良県内ではあるといえるが、県外にはまだまだ広まっておら
ず、今後さらに知名度を高める取り組みが必要であることがわかった。さらに、試飲後に今後大和茶
を飲みたいという消費者に対して、県内外を問わず大和茶が購入できる環境を整えなくてはならない
ことも課題として見えてきた。今回のアンケート結果から、大和茶普及イベントで大和茶を試飲した
ことにより、大和茶を知らなかった人が将来的に大和茶を選択して購入するという潜在的な購入者を
増加させることにつながったということが判明した。この点で、本普及イベントの実施は大和茶ブラ
ンドの知名度を上げるとともに、大和茶の将来の消費・購入へとつながる有効な手段であったといえ
る。また、大和茶をリーフで飲用する以外の活用方法として、菓子、料理への商品開発を希望する消
費者が多いことがわかった。これらの意見を受けた地元での商品開発については、菓子、料理への活
ジャンボかぼちゃ祭りが開催されました
2016 年 9 月 18 日（日）『湖畔の里つきがせ』において、毎
年恒例の『ジャンボかぼちゃ祭り』が開催されました。雨の
降る中でしたが、たくさんの人で賑わいました。
Copyright（c）2011 月ヶ瀬観光協会All right reserved.
参考資料 2 ジャンボかぼちゃ祭りで出された茶パスタと茶羊羹、茶餅
月ヶ瀬観光協会Website15）より
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用といった点において、地元月ヶ瀬にて積極的に進められている。既存組織やノウハウのある商品に
関しては、その商品化までの時間も短時間で販売ルートも出来上がっているため、経済的な効果も即
時に出やすいといえる。しかしながら、全く新たに作り出した商品については、販売方法の確立、さ
らには販売場所の確保といった様々な障壁があることが判明した。開発した商品の持続的な製造を確
保できる体制づくりとともに、いかに既存の販売ルートを活用して商品を売り出していくかというこ
とも十分検討する必要があると思われる。さらに、今回は交付金事業の一環であり、地域の活性化の
ための商品開発という制約があることもあり、地元で自らが作り出して持続的に販売することができ
る商品が望まれるという大前提も存在している。そのため、全くノウハウのない洋菓子などについて
は、洋菓子製造のための人材育成をしたうえで、商品開発を行う必要性があると思われる。今回の山
村活性化支援対策事業における交付金の実施期間は 2017 年までとなっており、今後どのような形で
商品を開発していくのか、この限られた時間の中で、地元で持続可能な形で経済活動が成り立つ商品
が開発できるかどうかが重要なカギとなると思われる。今後は、このように大和茶が県内外において
安定して供給できる販売ルートの確保などの検討も必要であると思われる。次回のイベントは、奈良
県内、県外においてさらに大和茶の消費を伸ばすためにどのような販売が望まれるのかについて、消
費者の実態を明らかにしたうえでアンケート調査を行いたいと考えている。
謝 辞
この研究は日本たばこ総合研究所の助成金に助成されています。またともに協力しながら大和茶イ
ベントを作り上げてきた関連団体の皆様、そしてアンケート調査に協力下った皆様に深く感謝いたし
ます。
注
1） ここでいう、「資源」については、資源そのものの定義を、土地、水、埋蔵鉱物、森林・水産資源などの天然
資源と同義の「自然から得る原材料で、産業のもととなる有用物」という狭義ではなく、「広く、産業上、利
用しうる物資や人材。」と解し、天然的なものだけではなく、人為的な側面をも広く包括すると理解する。
『デジタル大辞林』（小学館）参照。
2） 奈良県大和茶研究センターにおける 2017 年 4 月 27 日実施のインタビュー調査より。
3） 公益社団法人日本茶業中央会（2016）「平成 28 年度 茶関係資料」公益社団法人日本茶業中央会出版より
4） 奈良県産のお茶は、歴史的に宇治茶の原材料の一部となっていたこともあり、買い取り価格がより低く抑え
られてきたという点も原因の一つと考えられている。この点については、さらに研究を進め、原因を追究す
る必要性があると考えている。
5） 近畿農政局生産部園芸特産課「近畿における茶の生産・消費等の状況」平成 25 年 8 月 http://www.maff.go
.jp/kinki/seisaku/kaigi/zadankai/pdf/4th_zadankai_siryou2.pdf 2017/10/04 アクセス
6） また、2017 年には 11 月 11 日に実施されることが決定している。
7） 2017 年には京都大学も参加予定となっている。
8） 平成 2016 年 10 月 6 日付の企画書は前年を踏襲した記載となっている。
9） 平安女学院大学からも当日 1名参加した。
10） 2015 年にもアンケート調査を行っているが、本稿では回答数が多く、より新しいデータである 2016 年の
データで分析を行う。
11）この山村活性化支援対策事業の内容については、農林水産省「山村への支援施策」に詳しい内容が掲載。
http://www.maff.go.jp/j/nousin/tiiki/sanson/s_sesaku/sesaku.html 2017/11/26 アクセス
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12）奈良市の山村活性化支援交付金の事業評価報告書の公表については、奈良市ホームページ http://www.city.
nara.lg.jp/www/contents/1469146125035/index.html 参照 2017/11/26 アクセス
13）表 7 における自由記載内容のまとめ上位 4つについては、地元の女性部メンバーが自分たちで製造販売する
という観点から、現状では開発が難しく、今後の課題として次年度以降の検討課題となっている。
14）稲刈りイベントと称した農家民泊体験にて、月ヶ瀬村の茶農家宅に平安女学院大学の学生 3名が 9月 30 日か
ら 1泊 2日で宿泊し、地域との親交を深めている。
15）月ヶ瀬観光協会 最新情報 ホームページより http://www.tsukigasekanko.jp/info1/2011102024/ 2017/10
/11 アクセス
参考文献
細見和子（2012）「京都府和束町における茶葉の生産とその利用について」神戸女子短期大学論攷 57 巻 55－63
Natsuki Shimizu（2016）“The Evolution of Ecotourism: Concept and Meaning to CoHHO” The 11th Inter-
University Workshop on Education and Research Collaboration in the Indochina Region 2016/11/13
NOVOTEL hotel in Bangkok, Thailand.【学会発表】
和束町雇用促進協議会、和束町商工会（2012）「観光まちづくりレポート茶畑景観や茶文化などの地域資源を活
用したまちづくり「茶源郷プロジェクト」を推進」センター月報 2012（1） 26－29
Yoshika Yamamoto（2016）“Sustainable Green Tourism in Yamato-cha of Nara” The 11th Inter-University
Workshop on Education and Research Collaboration in the Indochina Region 2016/11/13 NOVOTEL hotel in
Bangkok, Thailand.【学会発表】
Challenges for Sustainable Local Resource Management
of Tea Farming
̶ Case Study of the Yamato-Cha Produce Event and
Tea Product Development ̶
YAMAMOTO, Yoshika・SHIMIZU, Natsuki
The Yamato-Cha is produced mainly in the Yamato Highlands of Northeast Nara. In this area the
temperature difference is intense between morning and night, because the altitude is 300 meters
above sea level. In this paper we show the approach in which the brand image of Yamato-cha was
created through the events produced by many different organizations. We analyzed the written
surveys conducted at events in 2015 and 2016. The survey indicated that the market needs sweets
and food made with green tea powder of Yamato-Cha. A collaboration contract was signed by Heian
Jogakuin University and Tsukigase-Kyogikai. The students and local farmers are collaborating to
develop new tea products.
Key Words: Japanese green tea, local resource management, sustainability, product development,
branding image strategy
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